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2015基本要求支部代交渉（報告）

職員の命と健康を守るため、過重労働の撲滅に向け具体的計画を！

知事が県庁のＣＨＯであるなら、「いつ倒れるかわからない職員がいる」危機感を持って！

自治労県職労は1月19日、2015年度基本要求の支部代交渉を行いました。
米倉委員長のあいさつに続き、職場や支部の代表者が切実な現場の実態について発言しました。

1月30日に最終交渉を行いますが、職員が働く希望を持てるよう、私たちの要求が一歩でも前進するよう、自治労県職労は取組みを強化していきます。

職場・支部代表者等の発言（要旨）

○過重労働の撲滅・人員要求

・昨年度以降で、福祉職の仲間3名が現職死亡した。メンタル不全の職員も多数出ており、職場は大変危険な状況に。福祉職の人員増を強く求める。
・来年度、児童福祉司を増員することになっているが、そのために現在雇用している非常勤職員を雇い止めすることがないように。
・職業訓練指導員の欠員は20名を超える。退職する職員もいるので、毎年1名ずつ採用しても欠員が解消されるまでに20年以上かかる。計画的に採用し、早く欠員を解消してもらいたい。「コースの再編が終わったら」「校の再編が終了したら」正規職員を補充するとの約束を守れ。
・「予算編成業務は時間内が原則、資料は必要最低限」を徹底してもらいたい。

・緊急的な業務に対応するため、過重労働となって
いる部局がある。ぎりぎりの人員で通常の仕事をこ

なしているから、想定外の事態が起きると、さらに

職員に負担が重くのしかかる。
・正規職員が減らされ、臨任・再任用・非常勤職員が過度な事務を行っている。適正な人員配置を。

・人事委員会の報告で、「任命権者において、引き続き職員の時間外勤務の実態を適切に把握するとともに・・・」と示されたことにどう対応していくつもりか。まずは、グループウェアによる「在庁」時間の把握を提案する。把握した状況の検証と具体的な時間外縮減策を労使で協議する場の設定を。

・時間外手当の配当が不足したため、すでに入力した時間外をマイナスで入力するよう言われた。必要があって実際に残業したのに、おかしいと思う。職員のモチベーションや生産性は下がるだろうし、県民サービスにとってよくない状態を作り出している。
○メンタルヘルス対策、労働安全衛生の課題
・メンタル不全による療養休暇取得者・休職者が発生した職場の所属長に産業医との面接を義務付け、産業医が状況を把握する仕組みを設けること。
・労働安全衛生法で定められている安全衛生委員会

の設置、委員会の開催やその目的について、よく知

らない職員がいる。しかし、管理監督者が「よく知

らない」では済まないので、指導をしてもらいたい。

・委員会の中で、法令で定める月1回以上の話し合

いをしていけば、相当数の問題が解決できるのでは

ないか。職場の細かい課題は、職場で解決できる。
・職員が自主運転する庁用自動車について、使用する職員が危険を感じる場合は、引き続き早急に更新すること。

・勤務時間内・外において、「室内が寒いのでなんとかしてほしい」という声がたくさん寄せられている。冷暖房の稼働で、適度な室温の確保を求める。

・庁舎の廊下が真っ暗で、危険。節電の取組みは一定理解するが、安全が優先されるべき。来庁者から「停電ですか？」と聞かれたこともある。
○昇任昇格、人事評価・人事制度
・モチベーションが維持できる昇任昇格を求める。
・人事評価システム導入時の「いたずらに差をつけるものではない。人材育成のための制度である。」との確認どおり、誰もが納得し、やる気になる評価となっているか検証し、検証結果に基づき適正に運用すること。
・税務職場では人材育成に力をそそいでいるが、3年目で戦力になる職員が、異動で県税以外の職場に出てしまう実態がある。税務に長い人と初めての人が混在している現状。計画的な人材育成が必要だ。

○行政システム改革等
・産業技術センター（産技Ｃ）の独立行政法人化
（独法化）についてアンケートを実施したところ、

センター職員のほとんどが反対しているという結果

が出た。

・独法化のメリットやデメリットについて当局は検

討しておらず、それをセンター職員に示さないまま、

強引に独法化を進めようとしている。もっと現場職

員の意見を聴くように、産業労働局に対し、当局か

ら指導してもらいたい。

・産技Ｃの独法化は、職員の雇用問題のみならず、
公的責任を確保する観点からも断固として反対する。
中小企業支援がないがしろにされている。
・昨年4月、県税事務所の再編統合が行われた。多少の混乱はあったが、職員の努力もあって大きなトラブルはなかった。

・再編前は専門的知識やノウハウを集約して実施していた、不動産取得税の家屋評価、法人事業税の外形標準課税調査が、再編後は各県税事務所に細分化された。日常の窓口業務や県民対応をこなしながらでは、勤務時間内にその業務に専念できない事務所があり、今までの方が効果的と言える体制もある。検証が必要ではないか。
・派遣されている電話交換員の対応が適切でなかったために、トラブルになったところがある。相当の経験を必要とする業務なので、年度で業者が変わる、人が変わる派遣対応に反対する。県が直接雇用し、一定の経験やノウハウが蓄積できるよう、人材育成も強化すべき。
○福利厚生等について
・庁舎建設・再編にあたっては、法定の休養室はもとより、食堂・売店（弁当販売）を確保すること。

・職員の健康診断データ及びレセプトデータは個人情報であり、目的外に使用しないこと。「神奈川県職員健康経営計画」実施にあたり、本人の同意なく健康診断等データを使用しないこと。また、本人の同意に基づく健康診断等データを使用する場合であっても、組合との協議と合意に基づき、明確なルールを確立すること。
○行政補助員問題、非常勤等職員課題
・行政補助員の雇用を脅かし、業務的にも混乱と非効率を招く現行制度の抜本的見直しを行うべき。

・非常勤職員等の報酬等を大幅に改善すること。来年度の改定状況について明らかにすること。

○ノーマライゼーション課題
・障害者権利条約が批准されたこと、2016年度には「障害者差別解消法」が施行されることを踏まえて、早急に人事・給与制度や職場環境の改善を行うこと。

・人事・給与システムの抜本的な見直しにあたり、視覚障害者への対応をきちんと行うこと。

・障害者雇用促進法の改定に伴い、使用者側に合理的配慮を行う義務があり、合理的配慮を行わない場合は、障害者差別になると明記された。

・従来以上に人的サポートの充実を図る必要がある。例をあげると、視覚障害者のワークアシスタントなどが具体的な課題であり、しっかりした対応を。
・障害者の採用試験における受験資格に、「自力による通勤及び職務遂行」と明記されているが、権利条約の趣旨にそぐわないと考えられ、この項目は削除すべきである。
投　稿
知事年頭のメッセージについて
　知事が一歩ではなく、三歩先行け、と訓示した。

　これを聞いて思い出したのは、セイコー創業者服部金太郎の言葉である。

「すべて商人は、世間より一歩先にすすむ必要がある。ただし、ただ一歩だけでよい。何歩も先にすすみすぎると、世間とあまり離れて予言者に近くなってしまう。商人が予言者になってしまってはいけない」

　そして、知事が選挙公約で太陽光発電を200万世帯に設置すると大風呂敷を広げたことも思い出す。結果としてあれはメッセージに過ぎないとかいって、お茶を濁した。さすが世間は忘れっぽいということを長年マスコミ業界にいただけあってよくわかっていらっしゃるわけだが、商人を政治家と読み替えれば、まさに服部金太郎の言葉通り「予言者黒岩」ではないか。（私は根に持つタイプなのでＰＨＰ新書『地産地消のエネルギー革命』で「200万世帯は無理だと周囲から言われたが、一度口に出した以上取り消せない、それが政治家というものだ」というようなことを書いていたことを忘れない）

　だから、あまり先を行けなどと言わない方がいい。そもそもそれほど先の見える人間なぞいやしないだろう。いたら、職員に給与カットをお願いするような破
目になぞならなかったに違いない。今、ゆるキャラブームだから神奈川も乗ろうとか、「恋するフォーチュンクッキー」が流行っているから神奈川もやろうとか、とても三歩先行くとはいえない。正確には一歩後行くである。政策立案のため先を読む（行く）にはおそらく超長期的に過去からのデータをきちんと検証する必要があるだろう。最近お手本になる格好の本が出た。トマ・ピケティ『21世紀の資本』である。

　今、管理職でこの本を読んだ人、いや知っている人が一体何人いるかな。ドラッカーや司馬遼太郎ばかりありがたがっていないでもう少し世界を広げたほうがいい。ちなみに私は英訳本まで買っちゃった。（正確にはまず英訳を買ったら程なくして日本語訳がでたので、そちらを読んだのだ）

　いやみな自慢はこれくらいにして、我ら平職員は与えられた仕事を去年より1センチでも1ミリでも先に進める＝もっとよくすることを考えればよい。

　無理に三歩先行く必要はない。水前寺清子の歌にあるじゃないか。「三歩進んで二歩下がる」って。

あと、動画のヒットが少ないとかいっているが、つまらないから、あるいは必要がないから誰も見ないんじゃないの。（子不語）
自治体に働く非正規問題を考える

連合古賀会長との対話集会
～公務も民間もみんなで力を合わせ、「雇用、処遇」の改善～

日時：1月31日（土）13時～15時

会場：全電通ホール

東京都千代田区神田駿河台3-6
※　集会後は、全国の仲間と街頭でのアピール行動を行います。

臨任・非常勤の皆さん、是非ご参加を！
※参加ご希望の方は、組合事務所までご連絡ください
ＬＡＧシンポジウム

（労働弁護グループかながわ）

○日時：2月3日(火)　18時30分～

○会場：かながわ労働プラザ　（Ｌプラザ）

4階　5・6・7会議室
ＪＲ「石川町駅」北口徒歩3分

○講演：「『ブラック企業』問題と過労死」（仮題）
〇講師：今野　晴貴　氏（ＮＰＯ法人「ＰＯＳＳＥ」代表理事）

〇報告：過労死等をされた方のご家族から
※参加ご希望の方は、組合事務所までご連絡ください

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































